
いヲ？い；：＇.：叙述人 古典主主税の圧倒的t.；： メリ y トを評価して丹設居言却を積極的に主躍するのをやめた。

古兵立説け彼！ぞよっていわば原始共同体の一般理論として受けとられたのである。 「諸形態Jの20

任後モルガシの「古代社会J以来，未聞社会研究の豊富念成果が蓄積されたとんKち．一般理論と

してはもとより，古ゲルマソ史特殊理論としても古典学説（殊にその定住形態論） vてあえて全面的

K固執する必撚性は念〈念りつつある。かぐして前数世紀の京源的共同社会から民族大移動後の集

村化一樹建イヒへの「移行形態」としての，散居制K基づぐゲルマン的共同体を構想し，新た念位置

づけを行念うという試みK，理論的な可能性は全〈念いであろうか。

さて最後陀， 「諸形態」を以上のような 「操業共同体」分析とみるなら．われわれの「諸形態」

へのアプローチはいわば資本主義成立史論（継起的共同体克服の論理）の視角にではな しやはb

「所有」の窓質・発展の理論の視角陀立たざるをえない。 「諾形態Jがそれへの準備的草稿であっ

た「資本給J 1巻 24章との統一的な理解のもとK，私は「諸形態」かづ韓明 （しようと ）した諾論

iを次のよう陀まとめたい。

まず．神聖不可侵と宣言されたブルジョア的私有は原始的共有からの発展形態でるるとと， 共有

から私有への移行形態として共同体とさまざま念相互規定陀立つ ・「労働主体が自会のものと して

の生産手段陀関係すゐ」私有が成立したとと，ととでは社会的介業の展開は排除されたが労働j者の

自由没個性の伸長が保障されたとと，保有（非所有） w::対立する所有す念わち 「奴隷制令よび農奴

制J，さら陀かかる 「隷従の形態転換JC資本論， I, 7 5 4 ）としての資本制的私有は「労働主

体の私有Jの第ーの否定であるとと。 「諾形態J~辻本源的所有の解体と資本形成の歴史過程の分析

を通じて．労働者はいかなる状況陀あったとき本来的に自由であったかを，したがって私有の・人

間疎外の ・極北たる資本制領有様式から解放される人！聞の「よ b高次のJ回帰点はどとであるかを

探究したものであった，と私は考えるn

〔資料ノ ー ト 〕

社研受入図書資~ト1覧〔 No. 5) 

①大蔵省主計局調査課「財政統計J（昭和37年度）

②大蔵省理財局「国債統計年報JC昭和37年度）

③O EE C編 ・経済企画庁訳： statistics of Sources and Uses of Finance 

1 9 4 8～s 8 C訳名『欧米諸国の資金循環』

④総理府統計局「 10年の小売価格 小売物価統計調査綜合報告 J C 1950～1960年）

⑤通産省企業局「外資導入年鑑J〔1963年版）



③ 向 上 「わが国企業の経営分析J（昭和 37年上期〉

⑦ 向 上 「主要企業の設備投資計爾ーその現状と課題 J f昭和38年度〕

＠大蔵省理財局「法人企業統計年報」（昭和37年度）

〔寄贈〕

⑦総理府統計局 「昭和35年 事業所統計調査報告」全国編LEサーピス編d 解説縞（計4冊〉

②農林省農林経済局統計調査部 「第39次農林省統計表」（昭和37年 ）

③ 向 上 「昭和 37年度農林物価賃金調査報告害J

④ 向 上 「昭和37年産重要農産物生産費調査報告J

G耀済企画庁「呂志経済指標」（ 1 9 6 3. 1 1～ 1 9 6 4. 1 ) 

＠「昭和3少年度一哉会計予算JC第46国会提出資料）

⑦「昭和5少年度特別会計予算J「政府関係機関予算JC向上〉

〔資料班〕

〔編集後記〕

1. 少しお、〈れたが， 6 3年度最後の月報を会届けする。昨年？月K社研が再発足してから. 1さ

K半歳．所員は与えられた条件の中で最大限の努力をしたと思うの 64年度のあり方陀ついて．積

極的など発言を 5月陀予定している所員総会にお、願いしてなきたい。

2. 前号が出てから，本誌ιlタiで所員の発表した業績はつぎのとかりであるn

長 幸男 ：「銀行史の方制仁関する一考察」 （渡辺佐平教授理歴記念文集『金融論研究』所収，法

政大掌出肢局．3 9年 2月刊）

吉沢芳樹（羽鳥卓也氏との共訳〉：リカードウ『経済学会よひ課税の原理』〈河出手書房新社，世

界大思想全集一社会 ・宗教 ・科学思想篇，第8巻， 39年3月刊）

福島新吾 ：「福祉国家Jと「兵営国家J（岩波講座『王見代』槙8巻所収，岩波書店 39年3月刊）

友会，毎号b願hしている論文 ・警帯の寄贈Kついて， 社研の蔵曹が充実させる意味からも，出

来れば過去陀遡つてのど寄贈幸子日夕めてが願いする丹

3. 前号掲載の玉垣論文陀つhて，鐘考の申出でにより以下の通り訂正させていた Yぐ門前5号

8頁 1行目 、、、、
誤 「…・・・社会の無政府性陀よって…－－－ 」

、
正「・…・・社会の無政府性が ・…・・ 」
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